




2028中計策定のプロセスや議論内容を 
どう評価していますか。

川村　「31年度のありたい姿」の実現に向け、「ホップ」から
「ステップ」へと移行する今回の中計策定は、社員のマインド
セットの変革をともなう難易度の高い取り組みだったと感じ
ています。実際、取締役会でも相当回数の議論を重ねまし

たが、そのプロセスを通じて、数値目標や役員報酬の見直し
を含め、「ここから会社をどう変えていくのか」という方向性
についてだけでなく、その実現に向けた具体的な施策に 

関しても当社全体で共通認識を持つことができた点を評価
しています。
斉藤　2028中計の最大のメッセージは、これまでの資産
積み上げ型の成長から、資本効率と収益性を重視した経営
に舵を切った点にあると思います。ROEを最重要指標として 

位置づけ、利益、資本効率、株主還元、さらには役員報酬
体系まで含めた一体的なフレームワークとして整理できた
ことは大きな意義があると考えています。
　2025中計でROE10％が未達に終わったこともあり、株主や
投資家の皆さまのなかにはその実現性を懐疑的に見ている
方も少なくないと思っています。だからこそ、2028中計では、
「何を伸ばし、何を見直すのか」という事業ポートフォリオ変革
を具体的に示し、ROE達成に向け実効性のあるアクションを
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明確に示していくことが重要だと考えています。
中田　ROE10％という最重要指標がほかの数値目標や施策
と整合した一貫性のある中計になったと思います。ポイント
は、ROEというトップダウンの目標と、各事業の改善や取り
組みを積み上げていくボトムアップのアプローチが両立して
いる点です。この両面から企業価値の向上を図ろうとしている
点は、2028中計の特徴であり、強みだと受け止めています。 
策定の過程でも、執行サイドとの間で丁寧な議論の積み重ね
を通じて、「どういう考え方でこのように組み立ててきたのか」
という全体像についての理解を深めることができました。 
一方で今後を考えると、2028中計と「31年度のありたい姿」
との関係性を、より分かりやすく整理していく余地はあると
感じています。

金子　2028中計は全体として納得感の高い内容だと受け 

止めています。日頃から事業や現場の状況については丁寧
な共有を受けており、そうした点からも現状の課題を適切に
反映した内容であると感じます。取締役会においては、丁寧
に時間をかけて議論ができたと考えています。特に「ビジネス
モデルの進化・積層化」は2025中計からの継続施策ですが、

これまでの「つかう」という視点に、「つくる」「つぎに繋げる」
という視点を加えたことには意義があります。また、事業
ポートフォリオの入れ替えを、明確に数字として打ち出した
点も重要です。今後の課題はこの2028中計を社員一人ひとり
に浸透させ、またステークホルダーの皆さまにどのように 

伝えていくかだと思います。社員の皆さんには自分ごとと 

して捉えてもらう必要があります。また、実現状況をモニタ
リングするとともに、環境変化等に応じて見直しをしていく
ことも必要と考えています。
川村　2028中計の課題は「やり切れるかどうか」に尽きると
思っています。環境変化のスピードが想定以上に速いなか
で、計画通りに進まない局面も当然出てくると思います。その
際に、必要な軌道修正を迅速に行えるかどうかが極めて 

重要となりますので、中計の進捗状況や外部環境の変化は
取締役会で適切にモニタリングし、中計目標の着実な実行
を後押ししていきたいと思います。

資本コストや株価、PBRを意識した 
経営についての議論についてお聞かせください。

川村　株価やPBRについては、自社株買いなどの施策に
よる短期的な引き上げではなく、事業ポートフォリオ変革を
はじめとする2028中計の施策を通じて、企業価値を本質的
に高め、その結果として市場評価を向上させるということが
重要だと考えています。
金子　常に資本コストや株価、企業価値の向上を意識して

議論を行っています。中計の議論だけでなく、その他の課題
についても同様です。自己資本比率が相当に高い企業では
自社株買いに合理性がある場合もありますが、当社の場合
には財務健全性を維持しつつ、事業ポートフォリオの入れ 

替えにより企業価値を高めていくことが適切であり、現時点
は自社株買いを行う局面ではないと考えています。社外 

取締役として少数株主を含むすべての株主価値を最大化する
ことを強く意識して引き続き議論していきたいと思います。

斉藤　投資家の皆さまに対し、成長性、資本収益性、財務
健全性のバランスをどのように考えているのかに加え、キャピ
タルアロケーション（資金配分）を明確に示すことが重要 

です。その上で当社が成長するために何を強化し、何を見
直すのかという戦略とKPIを示し続けることが信頼を高める
ことにつながります。また、こうした考え方を社員にも 

浸透させ、モチベーションの向上につなげていく必要が 

あります。
中田　数値目標を達成する主体は社員一人ひとりです。
したがって、企業価値向上のためには社員のエンゲージ
メントをいかに高めるかが非常に重要だと思います。また、
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当社は、さまざまの取り組みにあたって非常に真面目で 

丁寧な姿勢で臨んでいる会社だと感じています。そのことが
もう少し外部にも伝わるようにするとより良いのではないか
と思っています。

2028中計の戦略を支える評価制度として 
役員報酬体系を改定しました。

斉藤　役員の報酬体系は場当たり的に設定されるものでは
なく、収益性の向上を支える仕組みとして戦略的に設計される
べきもので、従業員の報酬やモチベーションとも連動し、
会社全体として価値創出に向けた一体感を生むことが求め
られます。今後に向けては、グローバル基準も踏まえた 

報酬水準の検討がテーマになると思います。
中田　役員報酬の検討においては、戦略との整合性という
「理論」と外部マーケット等の「相場」の双方を踏まえる必要
があります。その観点で見ると、今回の改定は当社の経営
理念や目標と整合した内容であり、適切な見直しであったと
評価できます。ただ、ここがゴールではないので、今後も 

継続的なモニタリングと見直しが重要だと考えます。
金子　私も役員の報酬体系は経営理念や中計と整合し、 
優秀な人財の確保および中長期的なモチベーション向上に
つながることが重要だと思います。今回の改定は、変動報酬
比率の引き上げ、効率性指標の重視、非財務目標の導入 

など、中計や経営戦略と連動した設計となっており適切と 

評価しています。今後は海外を含めたグループ会社を含めた

報酬や人財配置の最適化が課題になります。
川村　2028中計の策定と連動して報酬体系を見直したことは
適切だったと思います。特に社員のエンゲージメント指標 

を組み込んだことでよりバランスが取れた設計になったと
思います。重要なのは、報酬体系の変更が役員の行動や
組織の成果にどのような影響を与えるのかを継続的にモニ
タリングすることです。また、グループ全体として海外子会
社の報酬制度とどう整合させていくかについては、従前の考
え方が異なる点はあるものの実行に向けては今後の重要な 

課題だと思います。

取締役会のあり方や実効性評価について 
ご意見をお聞かせください。

金子　取締役会の実効性評価については課題に対する対応
が着実に進んでおり、PDCAは十分に機能していると感じて
います。そういう意味で現行の内部評価の形式は適切だと
考えています。会社ごとに事業特性や取締役会のあり方は
異なりますので、その違いを理解した上で評価するという観点
で、現時点において第三者評価機関活用の必要性はあまり
感じていません。
中田　独立社外取締役として意見を述べる機会がしっかり
確保されていて、その内容にも真摯に向き合っていただいて
いますし、具体的な改善にもつながっています。そうした 

点を踏まえると、現行の実効性評価は適切に機能している
と感じています。

　私自身、報酬委員会の委員長として関わるなかでも、あら
かじめ結論が決まっているような進め方ではなく、委員会で
の議論そのものが意思決定にしっかりつながっていると実感
しましたし、執行側の皆さんも私たち取締役個々の意見に
非常に丁寧に向き合っていると感じました。こうしたプロ 

セスの積み重ねが、当社の取締役会の実効性を高めている
のではないかと感じています。
斉藤　私も実効性評価の方法やプロセスについては同様の
認識です。実効性の高い取締役会とするには議論の雰囲気
が大切だと思いますが、当社の取締役会は非常にオープン
で率直な議論ができており、そのことからも実効性は十分に
担保されていると思います。したがって私も現時点で第三者
評価機関を活用する必要性は感じていません。

川村　PDCAサイクルが適切に機能し、自律的な改善が図ら
れていると認識しており、現時点では第三者評価機関を 

活用する必然性や追加的なメリットは限定的であると考えて
います。また、取締役会における議論の状況についても、 
メンバーそれぞれが異なるスキルや専門性を有するなかで、 
多様な視点が適切に反映され、お互いの強みを引き出す 
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建設的な議論が行われていると認識しています。各委員会
の委員長の社外化については、議論の進め方や準備段階に
おいて従来の前提に対して新たな視点が加わる契機となり
得るものと認識しています。こうした視点の積み重ねが、 
取締役会における議論の質をさらに高めていくものと考えて
います。
中田　スキルマトリックスに基づいて多様な専門性を持った
メンバーが揃っていて、お互いのバックグラウンドを踏まえな
がらコミュニケーションを取ることができていると思います。
その結果として、形式的ではなく、しっかりとした議論が 

交わされているという印象です。
金子　現在の取締役会は専門性等のバランスが取れた構成
になっていると感じています。非独立社外取締役も高い 

資質に加え、投資や経営、海外ビジネスに関する豊富な 

経験と専門性を有しており、当社の企業価値向上に資する
発言をしていると考えています。また、三菱グループとして
のネットワークや知見は当社の成長にとって有益であり少数
株主の利益にも資するものです。これまで一度もありませ
んが、万が一、利益相反で主要株主の利益を優先するよう
な提言があった場合には、独立社外取締役全員が反対しま
すので、そこは安心していただきたいと思います。もちろん、
取締役会の構成は環境変化等も踏まえ、継続的に見直しを
検討していく必要はあると考えています。
斉藤　非独立社外取締役の有無にこだわるよりも、当社の
取締役会が本質的に強いチームであることこそが重要で 

あり、実際にそのようなチームになっていると考えています。
各メンバーがそれぞれの役割をしっかり果たしていますので、

非独立社外取締役の存在に問題はないと思います。
川村　取締役会の構成については、形式にとらわれるのでは
なく、当社にとって必要なスキルや経験を有しているかという
実質面が重要であると考えています。実際に、当社の非独立
社外取締役はご自身の経験に基づく適切な助言を行ってお
り、取締役会の議論に有益に寄与していると判断しています。
　私も現在の取締役の構成は理想的だと思いますが、一方
で執行役員に女性や外国人がいないという点は課題である
と認識しています。多様なリーダーがいる組織は強いと思 

いますので、執行側にはぜひそのような文化の醸成を期待
したいです。

最後にステークホルダーへのメッセージを 
お願いします。

川村　2026年度は2028中計が本格的に始動する重要な年
です。当社の強みをさらに磨きながら、「31年度のありたい
姿」の実現には、戦略の実行に加え、変化の激しい環境に
柔軟に対応できる組織と人財の育成が不可欠です。独立 

社外取締役として IT・DX・AIの知見を活かし、変革を支える
ガバナンスと人財育成の両面から、当社の中長期的な企業
価値を高めていけるように後押ししてまいります。
斉藤　AIをはじめとする技術革新は、生産性や競争力を 

左右する重要な局面を迎えています。変化を後追いするの
ではなく、自ら変化を生み出していくという姿勢こそが、 
今後の競争優位性につながるものと認識しています。こう 

した認識のもと、当社が挑戦し続ける企業であることを戦略
およびその実行の両面から、投資家をはじめとするステーク
ホルダーに適切に示していきたいと考えています。
中田　当社の強みは、外部からの意見や指摘を真正面から
受け止め、丁寧なプロセスで改善を積み重ねる姿勢にあり
ます。こうした姿勢は単なる特徴ではなく、長期的な企業 

価値を支える重要な強みだと考えています。結果としての数値
やアウトプットだけでなく、そこに至るプロセスの確かさと 

いう点でも、当社は高いレベルにあります。社員の皆さんには、
こうした当社の姿勢にぜひ誇りを持っていただきたいと思い
ますし、その土台の上で、自ら考え、挑戦し続けていくこと
が、次の成長につながっていくのではないかと考えています。
金子　私は独立社外取締役として、会社を深く理解しつつ、
独立した立場から長期的視点で事業の発展とリスク管理を
モニタリングすることを重視しています。私の会計・監査で
の専門知識と、多くの企業との比較を通じて得た視点を 

活かし、これからも建設的な助言を続けていきます。変化の
激しい時代においては、過去の成功体験にとらわれず、学び、
考え、行動に移すことが重要です。変化を受け入れ、自ら行動
する社員の皆さんの挑戦を後押していきたいと考えています。
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Web   詳細は「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」をご覧ください。

コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方と体制
　当社は、以下の考え方に基づき、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を 

図ることに主眼を置きつつ、株主、お客さま、地域社会、従業員など当社を取り巻くすべての
ステークホルダーの権利・利益を尊重し、その信頼に応えながら豊かな社会の実現に貢献して
まいります。

　加えて、透明かつ健全な経営を行うことが社会的責任の1つであるとの認識のもと、取締 

役会の活性化、監査等委員会および内部監査制度の充実、適時適切な情報開示、ならびに
活発な投資家向け広報活動（IR活動）等により、コーポレート・ガバナンスの充実に向け継続的
に取り組んでまいります。

選任・解任

選任・解任・業務執行の委任・監督

指示・監督 監査付議・報告

付議・報告 指示 報告 会計監査

監査・監督 報告

報告

指示・監督
報告

諮問

助言

選任・解任 選任・解任

株主総会

ガバナンス委員会

監査等委員会

取締役会

会計監査人
報告

諮問
報告

諮問

指名委員会

報酬委員会

リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

ALM委員会

情報開示委員会

サステナビリティ委員会

IT委員会

重要な意思決定
監査・監督機能

業務執行機能

監査等委員でない取締役

監査等委員である取締役

内部監査部門
経営会議

社長

業務執行部門

連携

スキルの選定理由

取締役会の多様性
　当社は取締役会が備えるべきスキルとして、「企業経営」「金融」「グローバル」「サステナビ
リティ」「営業・マーケティング」「IT・DX」「財務・会計」「リスクマネジメント・法務」「人財 

マネジメント」の9項目を選定しています。これらは、経営戦略、経営環境を踏まえて常に見直
しをしていくことが重要であると認識しており、ガバナンス委員会および指名委員会で継続し
て検討しています。
　また、当社は、取締役会におけるジェンダー・国籍・人種等の多様性が重要であると認識
し、多様性の向上による取締役会の機能強化に積極的に取り組んでいます。
　当社の取締役は個々に適切な資質を備えており、取締役会全体として多様かつ十分な 

経験を有する構成としています。

カテゴリー スキル 選定理由

経営全般に
関する事項

企業経営

経営理念実現に向けたマイルストーンである「31年度のありたい姿」の達成には、マテリ
アリティ（重要課題）を適切に認識し経営に取り組むことが不可欠です。そのためには、
SX※1・DX※2 ・事業ポートフォリオ変革からなる全社的な変革を果断に推進する能力や 
これらの活動を監督する能力が必要と考えています。また、コンプライアンスが浸透した
健全な企業経営に資する体制を構築・推進する能力やこれらの活動を監督する能力も必要
と考えています。
※1 Sustainability Transformation　　※2 Digital Transformation

金融 金融業としての当社のビジネスを深く理解し、また、国内外の金融に関する深い見識を
持ち、当社の経営・事業戦略の推進やその監督に活かす能力が必要と考えています。

グローバル
当社事業は幅広くグローバルに展開しており、異文化・地政学などを踏まえたグローバル
ビジネスに関する深い見識を持ち、経営の推進やその監督に活かす能力が必要と考えて
います。

サステナビリティ 社会的課題の解決と持続的な企業価値の向上を両立させるサステナビリティ経営を 
推進・監督する能力が必要と考えています。

収益拡大に
関する事項

営業・ 
マーケティング

付加価値の高いビジネスへのシフトや新事業の開発を通じて収益力を強化するため、 
営業力・マーケティング力を活かし「ビジネスモデルの進化・積層化」などの事業戦略を
構築・推進する能力やこれらの活動を監督する能力が必要と考えています。

経営基盤 
強化に 
関する事項

IT・DX データやデジタル技術を活用して「顧客価値の新たな創造や質的向上」を実現するため、
高度な IT・DXの知見を経営やその監督に活かす能力が必要と考えています。

財務・会計
グローバルに事業を展開する当社の経営やその監督に活かすため、会計に関する高度な
知見が必要と考えています。さらに持続的な成長のためには「財務健全性」「資本収益
性」「成長性」の３つをバランスさせた財務戦略を推進・監督する能力が必要と考えてい
ます。

リスクマネジメント・
法務

リスク管理の高度化を通じて成長戦略を支えるリスクマネジメント体制を構築・推進する
能力やこれらの活動を監督する能力が必要と考えています。さらに法務面から事業活動
における重要なリスクを見極めて経営やその監督に活かすためには、法務に関する高度
な知見が必要と考えています。

人財マネジメント
経営戦略に資する「人財ポートフォリオ」を充足させるとともに、働きやすく、働きがいの
ある職場環境を構築するため、人財の確保・育成・活用等を行う人財戦略を構築・推進
する能力やこれらの活動を監督する能力が必要と考えています。

（1）健全な企業文化・風土の醸成
（2）適切な情報開示と透明性の確保
（3）株主の権利・平等性の確保

（4）建設的な株主との対話
（5）取締役会の機能の発揮
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柳井 隆博 取締役会長 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

久井 大樹 代表取締役 
社長執行役員 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

松永 愛一郎 代表取締役 
副社長執行役員 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

安栄 香純 取締役 
副社長執行役員 ● ● ● ● ● ●

川上 和義 取締役 
常務執行役員 ● ● ● ● ● ●

中田 裕康 取締役
（独立社外取締役） ● ● ● ● ●

髙田 淳子 取締役
（独立社外取締役） ● ● ● ● ● ●

近藤 祥太 取締役
（社外取締役） ● ● ● ● ● ● ● ●

柴 義隆 取締役
（監査等委員） ● ● ● ● ● ● ● ●

金子 裕子 取締役（監査等委員）
（独立社外取締役） ● ● ● ● ● ● ●

斉藤 雅之 取締役（監査等委員）
（独立社外取締役） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

川村 佳世子 取締役（監査等委員）
（独立社外取締役） ● ● ● ● ● ● ●

●：議長／委員長、●：構成員　　●：保有しているスキル

後継者計画（サクセッションプラン）
　構成員の過半数を独立社外取締役とする指名委員会において、社長執行役員の後継者計画、取締役
候補者の選任等を審議しています。
　社長執行役員の後継者計画の一環として、当社の社長に求める資質として選任基準※3を定めています。
当該選任基準に基づき、複数の候補者について複数回にわたる指名委員会において議論・絞り込みを
行い、取締役会の決議により次期社長を選任しています。
　加えて、取締役候補者の選任は、選任基準※4に基づき指名委員会で事前に審議のうえ取締役会で決
議しています（取締役会は指名委員会の決議内容を最大限尊重して決議することを社内規程に定めてい
ます）。
　また、監査等委員である取締役候補者の選任も指名委員会で審議し、監査等委員会の同意を得たう
えで取締役会で決議しています。
※3  社長の選任基準（社長に求める資質） 
　取締役選任基準に加え、特に以下の資質・能力を備えていると認められる者 
　　1.グループ全体における将来ビジョンの構想力、戦略的思考力 
　　2.グループ全体を牽引する強いリーダーシップ 
　　3.グローバルな変化・問題に迅速に対応する決断力 
　　4.人財育成力 
　　5.常に前向きで公平・公正さを有する高い人間性

※4  選任基準の詳細は以下のウェブサイトをご覧ください。 
https://www.mitsubishi-hc-capital.com/sustainability/governance/corporate-governance.html

少数株主保護
　当社は株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループおよび三菱商事株式会社（以下、両社）の関連 

会社であり、両社は東京証券取引所プライム市場に上場しています。
　当社および株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、ならびに当社および三菱商事株式会社は、
お互いを戦略的に重要なパートナーと考えており、多様な協業を通じて企業価値向上をめざしています。
　両社は、以下のとおり当社の独立性を尊重し、当社および少数株主の利益を阻害することがない 

体制としています。
　・ 当社は上場企業として当社の責任のもとに独自に経営の意思決定および業務執行を行っています。
　・ 当社取締役会において当社の利益と取締役の兼任先である会社との利益が相反する議案が付議 

された場合には、当該取締役は決議のみならず審議にも参加しないこととしています。

取締役会・各委員会の構成員等および各取締役の保有しているスキル
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取締役会の実効性評価
　当社は、取締役会の機能の維持・向上のため、毎年、すべての取締役が1年間の取締役会に
おける振り返りと評価を行い、その結果を踏まえてさらなる実効性向上につなげる取り組みを
継続しています。
　2025年度の主な取り組みと、取締役会等の実効性評価の内容は以下のとおりです。

2025年度の主な取り組み

2024年度の課題 課題への対応

審議事項・ 
内容の充実

●  2026～2028年度中期経営計画（2028中計）策定プロセスにおいて中長期的な企業価値
向上に資する成長戦略・資源配分等に関して議論

●  2028中計における最適なインセンティブ設定（KPI、評価ウェイトの見直し等）を考慮し役員
報酬の水準・割合を議論

●  重要な案件や損失計上した投資案件のフォローアップ
●  過年度に実施した取締役会付議基準の見直しの効果を検証  
さらに、取締役会等各会議体の役割・位置づけを改めて確認し、審議項目を整理

●  有価証券報告書のさらなる早期開示の可否を検討

コミュニケー 
ションの強化

● 独立社外取締役のみの座談会および意見交換会を実施
● 独立社外取締役と会長、社長との意見交換会を実施
● 社外取締役と執行役員とのコミュニケーション施策を実施
●  社外取締役と海外グループ会社トップ、その他社員等とのコミュニケーション施策を実施

情報提供 
体制の改善

● 社外取締役の国内外視察を実施
● 各ユニットおよび各事業本部の現況報告を実施

2025年度の取締役会等の実効性評価の内容

評価方法

●  2026年2月のガバナンス委員会で2025年度の取締役会実効性評価の実施方法を議論。第三者機関活用
の要否も検討したが、当社のあるべき姿を踏まえて課題を抽出するには自社での実効性評価が有効である
ことを改めて確認した。

●  すべての取締役を対象に取締役会およびガバナンス委員会・指名委員会・報酬委員会の実効性に関する
アンケート調査を実施した。さらに、すべての社外取締役に対し個別に事務局が意見・要望の背景等に 
ついてインタビューした後、取締役会議長および社長が社外取締役と個別に取締役の実効性についてより
踏み込んだ意見交換を実施。

●  各取締役からの意見・要望および抽出された課題への対応方針について、ガバナンス委員会で複数回に
わたり審議を重ね、取締役会において2025年度の取締役会の実効性を評価した。

2026年5月
取締役会

2026年4月・5月
ガバナンス委員会

・  実効性評価の実施方法を
決定。
・  アンケートの設問を審議。

・  アンケートの設問を決定。 ・  アンケート・イン
タビューの結果を
踏まえ、課題と対
応策を審議。

・  2025年度実効性
評価を総括。

2026年2月 2026年3月
ガバナンス委員会 2026年3月・4月

アンケート・ 
インタビューを実施

結果

●  評価結果は主に以下のとおり。
➀  取締役会は適切に役割を果たしていると評価する。
　   2026～2028年度中期経営計画（2028中計）策定にあたり、内外環境分析、中長期的な企業価値向上

に向けた推進策、事業ポートフォリオ入替を含む主要戦略などの重要な論点に時間をかけて議論する
ことができた。

　   重要な案件や損失計上した投資案件のフォローアップでは、意思決定時の背景や前提、判断軸などを
振り返ることで今後の投資案件等に係る方針・枠組みに活かすべき教訓・知見を得ることができた。

　   運営面では本質的な議論を促す適時適切な議題設定や資料フォーマットの見直しなどの改善を行い、
また、独立社外取締役のみのディスカッション、取締役会と執行役員とのコミュニケーションなどの 
施策も有効と評価した。

➁ ガバナンス委員会、指名委員会および報酬委員会はいずれも適切に役割を果たしていると評価する。
　   ガバナンス委員会では前年の実効性評価で抽出された課題への対応を着実に進めるとともに、「稼ぐ

力」の強化に向けたコーポレート・ガバナンスのあり方やリスクマネジメント態勢などの議論を行った。
　   指名委員会ではスキルマトリックスの検討、新任取締役候補者の指名等について議論し、報酬委員会

では中長期的な企業価値向上に資するインセンティブとして役員報酬における変動報酬割合の引き 
上げ、2028中計の主要業績評価指標に連動した評価指標やウェイトの見直しについて議論を行った。

➂  2026年度の課題として、新たな10年後のありたい姿や全社横断的なテーマ（DXなど）を議論し、継続的
なテーマとして人財育成、コーポレート・ガバナンスのあり方等について議論を重ねていくことを確認した。
加えて、取締役会および各委員会の実効性をさらに高めるための運営面での工夫等を引き続き行って
いくことで、一層のガバナンス強化に取り組んでいく。

取締役向けトレーニングの方針
　当社は、取締役がその役割・責務を適切に果たし、取締役会における議論および経営の監督機能が
十分に発揮されるよう、以下のとおりトレーニング機会等を提供しています。なお、トレーニングに関する
費用は、当社が全額を負担しています。
・ すべての取締役を対象に、外部講師を招いたガバナンスに関する勉強会等の開催や、最新のコーポ
レート・ガバナンスに関する動向、DX、サステナビリティ等に関するセミナーの案内をしています。更に、
当社の事業や戦略に対する理解を深めるための取り組みとして社外取締役に対し国内外の業務執行
部門との対話や意見交換の場を設けています。
・ 新たに社外取締役が就任する際には、企業理念、経営状況、コーポレート・ガバナンスに関する事項
等について業務執行部門による説明を行い、当社グループに対する理解を深めるためのオリエンテー
ションを実施しています。
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業務執行取締役の報酬体系

賞与  株式報酬  業績連動報酬における支給係数の変動イメージ

KPI達成率 支給額
（報酬基準額×支給係数）

50%未満 0

50% 報酬基準額×30%

100% 報酬基準額×100%

135%以上 報酬基準額×150%

報
酬
基
準
額

支給係数

KPI達成率0% 135%50% 100%

150%

100%

30%

報酬の種類 報酬の内容 報酬
割合

評価の指標（KPI）・ 
評価ウェイト

KPI達成率に 
応じた支給係
数の変動幅

固定 基本報酬 ●  役位に応じた固定報酬。 50％
1

－ －

変動

賞与
（短期インセンティブ）

業績連動

●  前年度の連結業績等に基づ
き、支給額を決定。
1.  業績評価指標は、当社の
計数目標に沿って設定。

2.  担当業務の達成度は、業
績・貢献度の観点から定
量・定性評価。

25%
0.5

役位
指標

代表 
取締役

左記 
以外

0～150%

ROE※5 40％ 28％

ROA※6 30％ 21％
親会社株主に帰属する
当期純利益 30％ 21％

担当業務 － 30%

株式報酬
（中長期インセンティブ）

業績連動

●  中期経営計画（中計）3年間
の達成度に応じて支給。

25%
0.5

ROE※5 30%

0～150%

ROA※6 20%
親会社株主に帰属する
当期純利益 20%

TSR※7の対TOPIX成長率 10%
2019年度比GHG排出量
（Scope1、2）※8 10%

ＭＨＣエンゲージメント※9 10%

株主・投資家との対話と取締役会へのフィードバック
　当社は、持続的成長と中長期的な企業価値の向上に主眼を置きつつ、透明かつ健全な経営
を行うことが社会的責任の一つと認識し、社長執行役員をはじめとする経営幹部ならびに対応
窓口であるコーポレートコミュニケーション部が株主および投資家との積極的な対話を行って
います。
　株主および投資家との対話において寄せられた意見などは速やかに経営幹部に報告してい
ます。また、対話内容を定期的に取締役会に報告し独立社外取締役にも情報を共有しています。

2025年度の実施状況

対話の機会 決算説明会、事業別説明会、証券会社主催カンファレンス、個別面談、個人投資家向け IRイベ
ント・セミナーなど

対話の主なテーマ

●  中長期的なROE向上のための成長戦略
●  株主還元方針を含むキャピタルアロケーション等の財務戦略
●  「ビジネスモデルの進化・積層化」の取り組み内容や進捗状況
●  「事業ポートフォリオ変革」でめざす事業ポートフォリオ

取締役会へのフィードバック 株主・投資家等との対話内容の報告（年2回）

※5 Return On Equity（自己資本利益率）
※6 Return On Asset（総資産利益率）
※7 Total Shareholder Return（株主総利回り）
※8  2050年度のネットゼロ達成に向けたマイ
ルストーンとして、2024年度実績を起点に
線形で2028年度目標を設定

※9  従業員エンゲージメントサーベイ結果が
一定の高水準を満たしている状態の組織
の割合（「自発性」・「多様性」というスコア
に関して、回答者の半数以上がいずれの
スコアも高水準の組織の割合）

取締役の報酬
基本方針
・  当社の役員報酬は、事業戦略の遂行を通じて中長期的に企業価値を向上させることを目的
とし、市場水準も踏まえて各役員の役割と職責に相応しい水準とします。
・  役員のインセンティブにも考慮し、固定報酬と変動報酬の比率および評価の指標（KPI）と 

評価ウェイトを適切に設定します。

報酬体系
　業務執行取締役の報酬等は、原則として、基本報酬、短期インセンティブ報酬（業績連動型
の金銭報酬）および中長期インセンティブ報酬（業績連動型の株式報酬）により構成され、短期
インセンティブ報酬は賞与として金銭を支給し、中長期インセンティブ報酬は信託の仕組みを
利用して当社株式等を支給しています。
　中長期的な企業価値および短期的な業績向上に対する動機づけとして、固定報酬（基本報
酬）と変動報酬（賞与および株式報酬）との比率は概ね1：1（基本報酬、賞与、株式報酬の比率
は概ね1：0.5：0.5）としています。
　非業務執行取締役（監査等委員で
ある者を除く）の報酬は、監督機能の
実効性確保の観点からインセンティブ
報酬である賞与および株式報酬は支
給していません。

報酬の構成比率 ■ 基本報酬　■ 賞与　■ 株式報酬

業務執行 
取締役

非業務執行 
取締役 100％

25％
0.5

25％
0.5

50％
1
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❶ 柳井 隆博
取締役会長
生年月日：1958年5月4日
保有する当社株式の数： 
28,300株（207,700株）※

❾ 柴 義隆
取締役（監査等委員） 
（常勤）
生年月日：1961年7月25日
保有する当社株式の数：3,700株※

❺ 川上 和義
取締役 常務執行役員 
財務・経理本部長 兼  
経営企画本部 副本部長 兼  
MHC America Holdings Corporation Director 
and Chairman 兼  
Mitsubishi HC Finance America LLC 
Chairman

生年月日：1969年6月9日
保有する当社株式の数：0株※

❿ 金子 裕子
取締役（監査等委員）  
（独立社外取締役）
生年月日：1958年3月28日
保有する当社株式の数：5,000株※

❼ 髙田 淳子
取締役（独立社外取締役）
生年月日：1968年12月28日
保有する当社株式の数：3,000株※

❸ 松永 愛一郎
代表取締役 副社長執行役員 
業務全般
生年月日：1963年3月14日
保有する当社株式の数：11,700株※

❷ 久井 大樹
代表取締役 社長執行役員
生年月日：1962年4月27日
保有する当社株式の数： 
8,000株（55,600株）※

❻ 中田 裕康
取締役（独立社外取締役）
生年月日：1951年8月29日
保有する当社株式の数：5,000株※

⓫ 斉藤 雅之
取締役（監査等委員） 
（独立社外取締役）
生年月日：1954年11月8日
保有する当社株式の数：5,000株※

❽ 近藤 祥太
取締役（社外取締役）
生年月日：1967年9月27日
保有する当社株式の数：0株※

❹ 安栄 香純
取締役 副社長執行役員 
カスタマーソリューションユニット担当
生年月日：1960年9月18日
保有する当社株式の数： 
65,700株 （55,600株）※

※  2026年3月末現在の保有株式数。（　）内は潜在株式数、過去に付与した
株式報酬型ストックオプション制度における新株予約権の目的となる株式
数を記載しています。

執行役員  *取締役との兼務
社長執行役員
久井 大樹*

副社長執行役員
松永 愛一郎*
安栄 香純*
江島 大輔

専務執行役員
池邉 宏之 竹内 和彦

常務執行役員
成瀬 望 
澤田 真
谷村 昌彦
岡本 勝治
福山 徹
山口 貴司
荻久保 直志
草刈 泰之
後藤 浩司
染谷 功

中村 圭吾
西尾 誠
前川 敏章
岡 隆文
川上 和義*
小池 勝
小池 塁
山田 学

❾

❻

❸

⓫

❼

❶ ❷

❽

⓬

❹

❿

❺

⓬ 川村 佳世子
取締役（監査等委員） 
（独立社外取締役）
生年月日：1964年7月12日
保有する当社株式の数：900株※

Web    各役員の経歴についてはコーポレートガバナンス報告書または有価証券報告書をご覧ください。
・コーポレートガバナンス報告書　・有価証券報告書
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https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03685/47264426/3647/4568/a48d/cf05314ebd23/140120260618574060.pdf
https://www.mitsubishi-hc-capital.com/investors/library/security-report.html


5
本章では、当社グループの価値創造の成果を示す財務・非財務の主要データを
掲載しています。あわせて、現在の事業基盤を築いてきた歩みと、
将来の成長を支える多彩なアセットをご紹介します。

データ

78 財務ハイライト

79 非財務ハイライト

80 財務情報

81 非財務情報

82  歴史のなかで培ってきた課題解決力

83  多彩なアセットで社会を支える力

84 会社情報

85 株主情報・真正性表明
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親会社株主に帰属する当期純利益 自己資本比率 ROE

総資産 契約実行高 配当金／配当性向

不動産セグメントにおいて複数の大口売却益の計上などにより増益と
なったことや、航空セグメントの好調な推移、海外カスタマーセグメント
における貸倒関連費用の減少などにより、当期純利益は前年度比270
億円増益の1,622億円となり、4期連続で過去最高益を更新しました。

「成長性」「資本収益性」「財務健全性」の3つの視点でバランスを確保
した上で、事業ポートフォリオの入れ替えによるリスク量の増加に応じた
最適な資本構成の実現をめざします。

当期純利益の増益により前年度比0.8ポイント改善の8.6％となりました
が、2025年度の適用為替レートが期初想定より円安に推移し、自己資本
が想定より増加した一方で、純利益は期初計画と同水準にとどまった
ため、期初計画であった8.8％に対しては未達となりました。

円安による為替影響のほか、海外カスタマーセグメントの欧州事業や
航空・不動産セグメントにおける資産の積み上げなどにより、総資産は
前年度比1兆3,272億円増加の13兆895億円となりました。

前年度にロジスティクスセグメントで実施した大型投資の反動減があった
ものの、海外カスタマーセグメントの欧州事業やカスタマーソリュー
ション・不動産セグメントなどで契約実行が増加したことにより、契約
実行高は前年度と同水準の3兆3,615億円となりました。

当社の株主還元は配当によって行うことを基本としています。2025中計
期間中（2023～2025年度）は配当性向の目標を40％以上としており、 
利益成長を通じて配当総額を高め、27期連続増配を実現しました。

■ 1株当たり年間配当金（左軸）　  配当性向（右軸）
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総エネルギー使用量（連結） GHG排出量（連結）Scope1、2総量（マーケット基準） 再生可能エネルギー発電事業における運転開始済みの 
持分容量（連結）

一人当たり平均年間給与（従業員全体）（単体） 一人当たり月平均時間外労働時間（単体） 有給休暇取得率※2（単体）

各国の脱ガソリン車規制に準じたEV・FCV※1等、低排出ガス営業車への切り替えや拠点の統廃合等により、着実に削減を図っています。 国内外の太陽光発電事業の持分容量が積み上がり、前年度比121MW
増の1,760MWとなりました。

日本経済の持続的成長と当社の事業成長の好循環を生むことを念頭に、
ベースアップを含む賃上げを3年連続で実施しました。

DX活用による業務効率化の推進等により着実に減少しています。 有給休暇取得率は継続的に向上しており、従業員の健康で豊かな生活
の実現に向けた取り組みが着実に浸透しています。

※2  各年度における会社全体の有給休暇取得日数の合計を有給休暇付与日数の合計で
割って算出した割合

※1 FCV（Fuel Cell Vehicle）：燃料電池自動車
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

売上高（百万円） 1,765,559 1,896,231 1,950,583 2,090,808 2,215,384

売上総利益（百万円） 334,661 357,327 380,095 462,637 500,163

営業利益（百万円） 114,092 138,727 146,176 187,126 240,428

経常利益（百万円） 117,239 146,076 151,633 193,594 236,089

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 99,401 116,241 123,842 135,165 162,206

総資産（百万円） 10,328,872 10,726,196 11,149,858 11,762,332 13,089,557

セグメント資産残高（百万円） 9,345,376 9,632,966 10,179,473 10,935,652 12,034,972

有利子負債（百万円） 8,066,082 8,236,106 8,439,792 8,840,797 9,880,377

純資産（百万円） 1,333,467 1,551,029 1,705,345 1,804,523 2,008,779

キャッシュ・フロー（百万円）

　　営業活動 195,845 46,752 △49,128 △296,884 △367,537

　　投資活動 △107,879 △127,322 143,336 △96,977 △33,938

　　財務活動 △192,157 △8,948 △222,977 353,628 469,373

現金及び現金同等物の期末残高（百万円） 520,083 460,486 335,307 290,805 346,045

自己資本比率（%） 12.7 14.3 15.1 15.2 15.2

ROE（%） 8.0 8.2 7.7 7.8 8.6

ROA（%） 1.0 1.1 1.1 1.2 1.3

契約実行高（億円） 25,078 26,406 30,519 33,117 33,615

1株当たり指標

　　純利益（円） 69.24 80.95 86.30 94.19 112.98

　　純資産（円） 912.19 1,064.46 1,174.88 1,246.64 1,385.22

　　配当金（円） 28.0 33.0 37.0 40.0 46.0

配当性向（%） 40.4 40.8 42.9 42.5 40.7

（兆円）

2025年度末2024年度末2023年度末2021年度末 2022年度末
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セグメント資産残高の推移

セグメント利益（親会社株主に帰属する当期純利益）の推移

■ カスタマーソリューション ■ 海外カスタマー ■ 環境エネルギー
■ 航空 ■ ロジスティクス ■ 不動産
■ 調整額

■ カスタマーソリューション ■ 海外カスタマー ■ 環境エネルギー
■ 航空 ■ ロジスティクス ■ 不動産
■ 調整額

※ ロジスティクスセグメントの資産残高および利益は、セグメント変更前のモビリティセグ
メントの資産・利益との合算値です。
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
取締役総数（人） 15 14 12 12 12

社外取締役（人） 7 7 6 6 6

女性取締役数（人） 2 2 2 3 3

※3 各年度6月末現在

環境

ガバナンス※3

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
総エネルギー使用量（GJ）（連結） 200,441 186,017 180,385 177,464 134,305

GHG排出量 
（t-CO2e） 
（連結）

Scope1 3,449 3,211 3,092 3,093 2,127※1

Scope2
（ロケーション基準） 7,880 6,786 5,777 4,930 3,732※1

Scope2
（マーケット基準） 6,606 4,546 3,482 1,365 1,053※1

Scope1, 2総量
（マーケット基準） 10,055 7,757 6,574 4,457 3,180

Scope3合計 18,565 18,302 6,644,227 8,057,896 13,353,062

再生可能エネルギー
の運転開始済み 
出力数（MW）（連結）

合計 1,205 1,366 1,293 1,638 1,760

太陽光発電 907 1,020 920 1,102 1,217

風力発電 298 340 343 507 503

※1 第三者保証取得済みの実績値。
※2 2023年度よりカテゴリー13, 15の算出を開始

社会
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

従業員数（人）（単体）
計 2,235 2,182 2,140 2,102 2,111

男性 1,361 1,307 1,261 1,240 1,247

女性 874 875 879 862 864

従業員の構成
（国・地域別）（人）
（単体）

計 2,235 2,182 2,140 2,102 2,111

日本 2,229 2,174 2,130 2,086 2,093

欧州 0 0 0 0 0

米州 4 5 7 15 16

中国 0 0 0 0 0

ASEAN 2 3 3 1 2

女性管理職比率（％）（単体） 14.0 14.0 16.0 18.3 22.1

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
一人当たり平均年間給与 
（従業員全体・百万円）（単体）

8.7 9.2 9.8 10.1 10.3

正社員男女賃金比 
（女性平均賃金 /男性平均賃金）（％）（単体）

－ 64.9 64.6 64.2 66.3

新卒採用人数（人）（単体） 58 30 46 73 84

キャリア採用比率（％）（単体） 37.0 49.2 56.6 56.3 47.5

障がい者雇用率（年度平均・％）（単体） 2.4 2.5 2.7 2.8 2.7

離職率（自己都合）（％）（単体） 3.4 2.4 2.4 2.1 1.7

育児休業取得率（男性）（％）（単体） 82.3 97.1 113.0 81.7 81.7

育児休業取得率（女性）（％）（単体） 103.3 97.4 103.0 105.9 92.3

一人当たり総実労働時間 
（年間・時間）（単体）

－ 1,945.5 1,962.6 1,909.3 1,865.1

一人当たり法定外労働時間 
（年間・時間）（単体）

－ 232.6 225.6 189.4 169.3

一人当たり月平均時間外労働時間 
（時間）（単体）

－ 19 19 16 14

有給休暇取得率（％）（単体） 63.7 68.7 74.4 76.9 78.0

一人当たりの平均研修時間 
（年間・時間）（単体）

－ 30.1 29.4 49.6 46.2

一人当たりの平均研修費用 
（年間・円）（単体）

－ 99,407 180,230 135,721 128,127

※1※2
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（東京日立家庭電器月賦販売）

2021
米国の大手海上コンテナリース会社CAI Internationalを買収
気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言への 
賛同を表明
三菱ＨＣキャピタルグループのマテリアリティ（重要課題）を公表

世界各地でのビジネスを通じて培ってきた強みを結集し、当社グループならではの新たな社会価値を創出しています。

ダイヤモンドリースと 
ＵＦＪセントラルリースが

合併

2007

日立クレジットと 
日立リースが合併

2000

ダイヤモンドリースと 
菱信リースが合併

1999

設立
1971

ＵＦＪビジネスファイナンスの 
リース部門を統合し商号変更

2004

設立
1969

設立
1957

商号変更
1969

設立
1968

三菱ＵＦＪリースと 
日立キャピタルが 
資本業務提携

業界最大級の 
規模・収益力

統合前に培った異なる強みを 
掛け合わせ、業界最大級の 
総合リース会社へと成長

2024
再生可能エネルギーおよび 
次世代エネルギー事業を展開する
European Energyへの出資
ロボティクス分野の 
開発・推進を加速するための専門組織 
「ロボティクス事業開発部」を設置

2026
2028中計を公表

2023
統合して初めての中期経営計画（2025中計）を公表
物流施設の開発ならびにアセットマネジメント事業を 
手掛けるセンターポイント・ディベロップメントを 
完全子会社化
総額100億円のイノベーション投資ファンドを創設・
運用

イノベーション投資ファンドを 
活用した資本業務提携先と 
物流事業者向けにロボットの 
サブスクサービスを提供開始
社内起業プログラムを 
通じて初の事業化を実現。 
中古半導体製造装置の 
リファービッシュを手掛ける 
ＭＨＣセミテクノロジーズを 
設立

2025

2022
10年後のありたい姿 
「未踏の未来へ、ともに挑むイノベーター」を公表

設備投資に強み
国内初のメーカー系 

総合リース

個人向けの
販売金融ノウハウ

● 不動産やグローバルアセット（航空・ロジスティクス）のアセットビジネス
● 国内の広範かつ強固なネットワーク

三菱グループ起点の
大企業ネットワーク

東海圏を中心とした
銀行顧客基盤

2016 2021

三菱ＨＣキャピタル 
誕生

強みの源泉

培ってきた強み

日立クレジット日立月販

日立リース

日立キャピタル

ＵＦＪセントラルリース

ダイヤモンドリース

セントラルリース

三菱ＵＦＪリース

● 販売店・メーカーが一体となった販売金融
● 欧州・米州・中国・ASEANでの地場ビジネス
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わたしたちは、お客さま・パートナーとともに、社会のあらゆる場面でモノやサービスを通じて
社会的課題を解決することで、持続可能で豊かな未来の実現に貢献していきます。

海上コンテナリース

EV充電ステーション

オートリース

鉄道貨車リース
情報通信・事務機器リース

地域医療デジタル化

コンシューマーファイナンス

不動産投資

トラックファイナンス

サービス付きPCレンタル
（PC-LCM）

不動産アセットマネジメント

不動産ファイナンス

建設機械リース

蓄電池事業

医療機関向け開業・
経営改善支援サービス

屋根設置型太陽光発電

工作機械・産業機械リース

中古半導体製造装置・再生サービス
（リファービッシュ事業） 太陽光発電

航空機リース

公共施設運営（PFI）

風力発電

水素事業

物流施設開発

データセンター

物流ロボティクス

医療機器リース

航空機エンジンリース
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会社概要（2026年4月1日現在）

商号 三菱ＨＣキャピタル株式会社
(英文表記：Mitsubishi HC Capital Inc.)

本社所在地 〒100-6525
東京都千代田区丸の内一丁目5番1号

代表者 代表取締役 社長執行役員　久井 大樹

従業員数 連結7,950名、単体2,111名 ※2026年3月末現在

事業概要 各種物件のリース、各種物件の割賦販売、
各種ファイナンス業務等

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

資本金 33,196百万円

丸の内オフィス

外部評価
外部機関による格付（2026年3月31日現在）

格付機関 長期 短期

S&P

長期発行体格付　格付：A-

短期発行体格付　格付：A-2ユーロMTNプログラム　格付：A-
発行限度額：125億米ドル相当額

ムーディーズ 長期発行体格付　格付：A3 ー

フィッチ 長期発行体デフォルト格付　格付：A- 短期発行体デフォルト格付　格付：F1

日本格付研究所
（JCR）

長期発行体格付　格付：AA

コマーシャル・ペーパー
発行枠：13,000億円
格付：J-1＋

発行登録債予備格付　格付：AA
発行予定額：6,000億円
発行予定期間：2025年9月4日から2年間

ユーロMTNプログラム　格付：AA
発行限度額：125億米ドル相当額

格付投資情報 
センター
（R&I）

長期発行体格付　格付：AA
コマーシャル・ペーパー
発行枠：13,000億円
格付：a-1＋

発行登録債予備格付　格付：AA
発行予定額：6,000億円
発行予定期間：2025年9月4日～2027年9月3日

社会的責任投資（SRI：Socially Responsible Investment）指標銘柄への選定等

イニシアチブへの参加

※  当社は、各指数の名称・ロゴを外部評価機関やその関係会社の当社に対する後援、推薦、プロモーションとして使用しません。本指数
は各外部評価機関の独占的財産であり、その名称とロゴは外部評価機関やその関係会社が所有する商標またはサービスマークです。

FTSE Russell

グローバルインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが
開発した、ESGの対応に優れた日本企業のパフォーマンス指数
である「FTSE4Good Index Series」「FTSE JPX Blossom Japan 

Index」「FTSE JPX Blossom Japan Sector Relative Index」の
構成銘柄に選定されています。

S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数
グローバルインデックスプロバイダーであるS&Pダウ・ジョー
ンズ・インデックス社（S&P）と日本取引所グループ（JPX）の
東京証券取引所が共同で開発したESG指数（株価指数）に
当指数の算出年である2018年より連続で採用されています。

ＳＯＭＰＯサステナビリティ・インデックス
ＳＯＭＰＯアセットマネジメントが設定した、ESGへの取り組み
に優れた企業約300社からなる「ＳＯＭＰＯサステナビリティ・
インデックス」の構成銘柄に選定されています。

国連グローバル・コンパクトへの署名
当社は、国連グローバル・コンパクト（UNGC）が提唱する
「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」の4分野10原則を遵守し、
サステナビリティへの取り組みを推進することで、持続可能
な社会の実現に貢献していきます。

Web   社会からの評価／イニシアチブへの参加の詳細はウェブサイトをご覧ください。
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発行可能株式総数 4,800,000,000株

発行済株式の総数 1,438,317,418株
（自己株式28,594,826株を除く）

株主数※1 714,926名

株主名 持株数（千株） 出資比率※3（％）

三菱商事株式会社 264,044 18.35

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 208,345 14.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 135,023 9.38

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 61,603 4.28

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 50,348 3.50

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 28,431 1.97

明治安田生命保険相互会社 27,990 1.94

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 12,291 0.85

JP MORGAN CHASE BANK 385781 12,117 0.84

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 11,568 0.80

※3 出資比率は、自己株式を控除して計算しています。

※1 株主数は単元未満株主も含む人数に基づいています。

国内機関投資家
19.0%

海外 
機関投資家

14.8%

個人投資家
22.1%

主要株主※2

37.6%

自己株式
1.9%

その他
4.6%

株式所有者別
分布状況

　本統合報告書は、当社グループがめざす中長期的な価値創造の方向性と、 
その実現に向けた取り組みを、財務・非財務の両面からステークホルダーの 

皆さまにお伝えすることを目的として制作しています。
　2026年度よりスタートした2028中計では、収益性をこれまで以上に重視すると
ともに、企業文化変革を一層進めることで、企業価値向上を加速させる新たな
ステージへの移行を掲げています。本報告書では、2028中計の最重要指標に
位置づけたROEを向上させるための事業ポートフォリオ変革の取り組みや、
「変革」「挑戦」を企業文化として定着させるための取り組みなど、当社グループ
がROE向上のために、具体的に何を実行していくのかをお示ししています。
　本報告書は、経営陣のリードのもと、コーポレートコミュニケーション部が
中心となり、関係各部門と緊密に連携しながら、適正かつ透明性の高いプロセス
を経て制作しました。掲載情報は、信頼性の高い社内外のデータに基づき、
正確性、一貫性および網羅性の確保に最大限努めています。
　本報告書に記載した内容が、当社グループの事業活動および価値創造に
関する重要事項を適切に反映し、事実に基づき誠実かつ真正であることを、制作
責任を担う経営企画本部長として表明いたします。今後も、すべてのステーク
ホルダーの皆さまとの対話を重ねながら、持続的な企業価値向上と社会価値
創出に努めてまいります。

専務執行役員
経営企画本部長
Chief Strategy Officer

竹内 和彦

株式情報（2026年3月31日現在）

大株主

※2  主要株主は三菱商事、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、 
三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪモルガン・ 
スタンレー証券
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